答申第１号
平成２８年８月１８日
久留米市長　楢原 利則 様
久留米市地下水汚染対策委員会
委員長　島田　允堯
車両整備等工場跡地で判明した土壌汚染にかかる
今後の望ましい対応にかかる答申について
　このことについて、下記のとおり答申いたします。
記
１　土壌汚染の状況について
　①地下水の流向は、金丸川と湯ノ尻川の流れに沿っており、地下水は東から西に向かっていると考えられる。
　
②過去の地形図では工場跡地周辺は水田で、汚染物質が雨水に溶け出しているが、粘土層が広がっているため地下に浸透せず、表層付近に留まったと考えられる。
２　久留米市が行った井戸の調査等について
久留米市が、跡地周辺約２５０ｍ範囲内の井戸水１２箇所で水質検査を行った結果、全て地下水の環境基準に適合しており、土壌汚染が周辺の地下水に影響を与えておらず、これ以上の調査を実施する必要はない。
３　久留米市が土地所有者に指示した内容について
久留米市が土地所有者に講ずべき汚染の除去等の措置として指示した内容は、「最も土壌溶出量が高い地点や、要措置区域において推定される地下水の流れからみた下流側になる地点を基本として、特定有害物質の量を環境大臣が定める方法により、地下水の水質の測定を行い、その結果を久留米市長に報告すること。」であるが、土壌汚染対策法に従っており妥当である。
４　今後の望ましい対応について
①土地所有者が、跡地を開発する場合の措置として、土壌溶出量基準を超過している区画の汚染土壌の掘削除去を行うことが、地下水汚染の防止を図る観点から妥当である。
②土壌含有量基準を超過している区画について、土地所有者が表層を舗装又は盛土にて措置することが、直接摂取を防止する観点から妥当である。
③土地所有者が土壌を改良した後、久留米市は要措置区域等の指定を解除する前に、地下水の結果報告を受けるとともに、措置が適正に行われたかどうか報告書等により充分に確認すること。
